
養育費に基づく債権差押え （R8.4.1より前に離婚された方）

以下のフロー図で、あなたに当てはまる矢印をたどっていくと、
可能な申立ての種類（②③）が分かります。①は法律上できません。
②③のうち、複数の番号が付されているものは、いずれか又は
全ての申立てが可能です。

申立ての種類

(①法定養育費に基づく担保権実行の申立て）

②形成養育費に基づく担保権実行の申立て

（月額８万円に子の数を乗じた額が上限）

③形成養育費に基づく強制執行の申立て

R8.4.1より前に離婚された方は
①法定養育費の請求はできません。

（形成）養育費とは？
父母間での協議や裁判所の手続で、養
育費として取り決められた金額につい
て請求できる

養育費が父母間の合意、調停・審判等で定められているか

いいえ

申立てできません

はい

養育費はどのような形で定められたか

父母間の合意文書

R8.4月分からの

養育費 ②
R8.3月分までの
申立てはできません

審判書・調停調書・公正証書・ 
人事訴訟の判決書

養育費額は月額８万円×子の人数を超えるか

はい

差押債権について
他の債権者による差押えが
あるか

はい

(～R8.3月分) ③

(R8.4月分～) ②③
※1

いいえ・
知らない

(～R8.3月分) ③

(R8.4月分～) ③(②) 
※2

いいえ

差押債権について
他の債権者による差押えが

      あるか

はい

(～R8.3月分) ③

(R8.4月分～) ②(③)
                            ※3

いいえ・
知らない

(～R8.3月分) ③

(R8.4月分～)

③(②) ※2

※1 調停・審判等で定められた養育費額のうち、

他の債権者に優先して金銭を回収したい場合には②（上限あり）を選択する。

②の上限を超える額を請求したい場合には②③をあわせて行うことが可能。

②を選択しない場合、③で養育費全額の請求が可能。

※2 調停・審判等で定められた養育費全額を請求したい場合は③を選択する（念のため、②(上限まで)

と、③（②の上限を超える額）をあわせて行うことも可能だが、申立手数料が高くなる。）

※3 R8.4月分からの養育費について、（R8.3月分までの養育費とあわせて）②又は③で請求可能。

③は他の債権者に優先して金銭を回収することができないが、

②を選択した場合、（R8.3月分までの養育費を請求する）③とは別に申立手数料の納付が必要。
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